













The established parties as complaining group in Japan
during the Hayashi Senjuro Cabinet Era:
Concerning the Committee deliberations on the revision 
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、おしまひに叩き出されたのである





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（ マ マ ）
る間に修正案を作つて、それを可決させたのであるから、
これも当時の事情やむを得なかつたにせよ、違憲でないにしても先例とすべから
ざる違例であるに違ひない」と述べている（「第七十議会の總批判」『中央公論』
一九三七年四月号、中央公論社、所収、四二頁）。
30　原田熊雄述『西園寺公と政局　第五巻』岩波書店、一九五三年、二六八頁。
31　前掲「第七十議会の總批判」四二頁。
32　斎藤隆夫『斎藤隆夫日記　下』中央公論新社、二〇〇九年、二二七頁。
33　衆議院・参議院編『議会制度百年史　衆議院議員名鑑』一九九〇年、六三三頁。
34　宮脇長吉『粛軍を糺す』森田書房、一九三七年、二三頁。
35　参加者は、肥田琢司、西岡竹次郎、西村茂生、宮澤裕、熊谷直太、志賀和多利、
岡田伊太郎、門田新松、川口義久、田邊熊一、加藤久米四郎、岩崎幸次郎、生
田和平、川上哲太、清瀬規矩雄、津雲国利（「われ等は何故政党革新を叫ぶか
――政友少壮代議士座談会――」『政界往来』第一八巻第四号、政界往来社、
一九三七年、所収、五一―五二頁）。
36　同上、五二―五三頁。
37　宮村三郎『林銑十郎（上）――その生涯と信条――』原書房、一九四七年、
四六一頁。
38　木下半治「今次解散の意義と政治の将来」（『改造』一九三七年五月号、改造社、
所収、一三二頁）。
39　『東京朝日新聞』一九三七年四月一日朝刊。
40　白木正之『日本政党史　昭和編』中央公論社、一九四九年、二三八頁。
41　前掲『林銑十郎（上）――その生涯と信条――』四五八頁。
42　『東京朝日新聞』一九三七年四月一日夕刊。
43　「林内閣の没落」（『中央公論』一九三七年五月号、中央公論社、所収、五六頁）。
44　前述の伊藤は「斎藤内閣の選挙法改正論議の内容は、選挙民と遊離の傾向がある
こと、選挙の官僚管理がめざされたことが特色である」と指摘している（前掲「『ファ
シズム』期の選挙法改正問題」六四頁）。
45　河村又介「選挙法改正の経緯とその行方」（末弘厳太郎責任編輯『法律時報』第
九巻第七号、一九三七年、所収、二八頁）。
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46　衆議院・貴族院編『議会制度百年史　帝国議会史　下巻』一九九〇年、四四四頁。
47　JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.A15060483200、「選挙制度調査会関係資
料」（国立公文書館）によれば、委員三八名は以下の通り。カッコ内の肩書は記
載のまま。
　　藤沼庄平（内閣書記官長）　次田大三郎（法制局長官）　吉田茂（内閣調査局長官）
鍋島直縄（内務政務次官子爵）　湯澤三千男（内務次官）　川越文雄（大蔵次官）
野田俊作（司法政務次官）　長島毅（司法次官）　河原春作（文部次官）　富安謙
次（逓信次官）　田口弼一（衆議院書記官長）　山岡萬之助（貴族院議員）　大隈
信常（貴族院議員侯爵）　有馬頼寧（貴族院議員伯爵）　柴田善三郎（貴族院議員）
赤池濃（同）　古島一雄（同）　大森佳一（貴族院議員男爵）　江藤源九郎（衆議
院議員）　小泉又次郎（同）　熊谷直太（同）　松本忠雄（同）　武富濟（同）　飯
村五郎（同）　青木雷三郎（同）　勝田永吉（同）　船田中（同）　風見章（同）　
藤原義政（同）　片山哲（同）　小山松吉（正三位勲一等）　織田萬（同）　秋田清
（正五位勲一等）　泉二新熊（従三位勲二等）　蠟山政道（正五位勲四等）　八並武
治（従四位勲三等）　松野鶴平（正五位勲三等）　田澤義鋪（従五位勲四等）
48　JACARRef.A03022036200、「御署名原本・昭和十一年・勅令第一八〇号・選挙
制度調査会官制」（国立公文書館）。
49　『東京朝日新聞』一九三六年七月三一日夕刊。
50　『東京朝日新聞』一九三六年一二月二二日夕刊。
51　JACARRef.A15060415000、「３、選挙制度改正要綱（昭和一一．一二．二一、選
挙制度調査会々長）」（国立公文書館）。
　　簡略化したものは前掲「選挙法改正の経緯とその行方」三〇頁。
52　『東京朝日新聞』一九三六年一二月一二日朝刊。
53　前掲「選挙法改正の経緯とその行方」二九―三〇頁。
54　『東京朝日新聞』一九三七年一月八日夕刊。
55　前掲「選挙法改正の経緯とその行方」三〇頁。
56　「官報号外　昭和十二年三月十日　衆議院議事速記録第十九号　議長の報告」
四三九頁。
57　同上、四四〇頁。
58　『東京朝日新聞』一九三七年三月一七日朝刊。
59　「官報号外　昭和十二年三月十七日　衆議院議事速記録第二十三号　衆議院議員
選挙法中改正法律案外一件　第一読会」五七四頁。
60　同上、五七五―五七六頁。
61　前掲『虚心』一四三頁。
62　前掲「衆議院　第一読会」五七六頁。
63　同上、五七六―五七七頁。
64　『東京朝日新聞』一九三七年三月一七日朝刊。
65　同上。
66　『東京朝日新聞』一九三七年三月一九日朝刊。
67　同上。
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68　『東京朝日新聞』一九三七年三月二〇日夕刊。
69　『東京朝日新聞』一九三七年三月二三日朝刊。
70　「第七十回帝国議会衆議院　衆議院議員選挙法中改正法律案外一件委員会議録（速
記）第二回」一―二頁。
71　同上、二頁。
72　「官報号外　昭和十二年三月二十五日　衆議院議事速記録第三十号　衆議院議員
選挙法中改正法律案外一件　第一読会ノ続（確定議）」八一七頁。
73　「第七十回帝国議会貴族院　議院法中改正法律案特別委員会議事速記録第五号」
七頁。
74　前掲「衆議院　第一読会ノ続（確定議）」八一七頁。
75　前掲「選挙法改正の経緯とその行方」三一頁。
76　前掲「衆議院　委員会議録　第三回」六―七頁。
77　同上、七頁。
78　『衆議院議員選挙法改正解説』（深谷善三郎編輯、中央社、一九三四年、四一―
四二頁）によれば、「政府は、詰り機械的に議員候補者選挙事務長選挙委員等の
命を奉じて仕役をする者が労務者であつて、自分の頭を使ひ選挙に対して作戦計
画を為すものでないと云ふ見解を採つて居る、実際上果して労務者なるか選挙委
員なるかの区別を為すには、各事実に就き判断するの外は無い」。
79　前掲「衆議院　第一読会ノ続（確定議）」八一四―八一五頁。
80　前掲「選挙法改正の経緯とその行方」三一頁。
81　三四年改正の選挙法の第九七条は「選挙事務長又は選挙委員は選挙運動の為に要
する飲食物、船車馬等の供給又は旅費、休泊料其の他の実費の弁償を受くること
を得演説又は推薦状に依り選挙運動を為す者予め議員候補者又は選挙事務長の文
書に依る承諾を得て其の運動を為すに付亦同じ」と規定されている（前掲『衆議
院議員選挙法改正解説』参照）。
82　同じく第一三四条は、選挙運動費用の支出は選挙事務長でなければ出来ないが、
議員候補者あるいは選挙委員は事務長の文書による承諾があれば可能とするなど
の「第百一条の規定に違反して選挙運動の費用を支出したる者は一年以下の禁錮
に処す」と規定（同上参照）。
83　前掲「貴族院委員会議事速記録第五号」二、四頁。
84　前掲「衆議院　委員会議録　第二回」七頁。
85　前掲「衆議院　第一読会ノ続（確定議）」八一八頁。
86　前掲「貴族院委員会議事速記録第四号」四頁。
87　同上、四―五頁。
88　前掲「選挙法改正の経緯とその行方」二九―三〇頁。
89　同上、三一頁。
90　前掲「衆議院　第一読会ノ続」八一五頁。
91　前掲「選挙法改正の経緯とその行方」三一―三二頁。
92　前掲「衆議院　第一読会ノ続」八一五頁。
93　同上、八一六頁。
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94　 前掲「衆議院　委員会議録　第三回」一五頁。
95　 同上。
96　 『東京朝日新聞』一九三七年三月二五日朝刊。
97　 『東京朝日新聞』一九三七年三月二八日朝刊。
98　 『東京朝日新聞』一九三七年三月三〇日朝刊。
99　 『民政』第一一巻第五号、民政社、一九三七年、九七頁。
100　 河村又介「解散と総選挙」（『日本評論』一九三七年五月号、所収、一一三―
一一四頁）。
101　『東京朝日新聞』一九三七年三月三一日号外。
102　鳩山一郎「民意復活の為めに=フアツシヨ防衞の戦ひ=」（『政友』一九三七年
五月号、立憲政友会会報局、一九三七年、一四―一五頁）。
103　『東京朝日新聞』一九三七年三月二五日朝刊。
104　『東京朝日新聞』一九三七年三月二七日朝刊。
105　前掲「衆議院　第一読会」五七五頁。
106　前掲「衆議院　委員会議録　第二回」八頁。
107　佐々木惣一「政治と国民の道義観念」（『日本評論』一九三七年五月号、所収、
一二―一三頁）。
108　御手洗辰雄「新党運動の展望」（『日本評論』一九三七年五月号、所収、一四九頁）。
109　前掲「憲政の本義を説いてその有終の美を済すの途を論ず」一一〇頁。
110　同上、九一頁。
111　前掲「解散と総選挙」一一五頁。
112　前掲「衆議院　委員会議録　第二回」八頁。
113　前掲「憲政の本義を説いてその有終の美を済すの途を論ず」九一頁。
（本学非常勤講師）
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